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が高い程企業は当該現地国には投資しないことを主張してきた (Kobr in ,  1979 )。しかし、そ
の後の研究では、企業は海外活動の経験を積むことによって、政治的リスクに対応するケ
イパビリティを醸成し、より政治的リスクの高い国への投資を行うことが指摘されている  
(Heni sz ,  & De l ios ,  2001)。さらに近年は、どのような企業が政治的リスクの高い国に投資す
るのか、その条件を明らかにする研究が行われている  (Garc ia -cana l  & Gu i l len ,  2008)。マク
ロ組織論における参照点理論は、企業の外部環境は所与のものではなく企業の解釈によっ
て構築されるものであると主張する (C ye r t  &  March ,  1963;  Daf t  & Weick ,  1984 )。この参照点
に関する先行研究は、企業のマネージャーが外部環境を解釈する際に外部環境を簡便化し、
外部環境の要素を企業が保有する参照点よりも上か下かで判断することを明らかにしてき






















は、1992 年から 2007 年までの全世界約 70 か国に存在する多国籍企業に関するパネルデータ
を用いて分析を行う。データは申請書に記載したとおり、以下のものを使用した。  
 
①  グローバル鉱業産業：海外のコンサルタント会社が提供する Raw Mate r ia l  Data と呼ば
れるアーカイバルのデータベースから、各種鉱山のデータや企業データを利用した。産
業レベルのデータも本データベースから入手が可能である。  
②  政治的リスク：国際経営の先行研究に基づいて、PO LCON と呼ばれる政治的リスクを測
る指標  (Hen isz ,  2000 )や、世界銀行が開示している制度発展指数などを利用した。  
③  国の特性：政治体制の違いや資源の豊富さなどの国家によって異なる要素をコントロー
ルするために、国際関係論の先行研究に基づいて C INC (Compos i t e  Ind ica tor  o f  Na t iona l  














分析単位：企業 -国 -年度   分析手法：負の二項回帰モデル（固定効果）   
 
サンプル： 1992 年～ 2007 年に存在する 1013 の企業で、サンプル数は 112 ,565  







クの指標は Hen isz  (2000)に基づく。政治的リスク参照点の上か下かを判断するため、現地
国の政治的リスクと政治的リスク参照点の差を計算した。その後、Greve (1998)に従って以
下の処理を行い説明変数とした。  
仮説 1 の説明変数：現地国の政治的リスクと政治的リスク参照点の差が＋のケースを 0 に
置換  
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